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ソーシャル・キャピタルと節電行動
の相関に関するスマートフォンを
用いた実証
―二子玉川駅周辺地域での節電プロジェクトを中心に―
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2011年，東日本大震災およびそれに伴って大規模に進められた計画停電を経て，東京電力管内では電力供給の低下によ

り広く節電を行うことが求められた．電力総需要の約 30％を占める家庭部門は，業務部門および産業部門と比較し，電

力需要の抑制の呼びかけにどのくらいの電力利用者が対応し，節電を行うのかが未知数であるという課題があった．それ

に対し，筆者らは，スマートフォンなどの情報端末を通じて参加者の節電の取り組み情報を収集し，収集した情報を分析し，

各電力管内での電力使用率などの情報とともにスマートフォンやWebサイトで可視化するシステムを構築した．そして，

そのシステムを用いて，ソーシャル・キャピタルと節電行動の関係を実際の節電履歴データを取得して分析すること，お

よびソーシャル・キャピタルが強くない中でも節電を行う仕組みの実現に寄与することを目的とした実証実験「停電回避

プロジェクト」を夏の電力需要が増加する 2011年 7月 1日から 100日間実施した．結果として，①身近なコミュニティ

における節電行動の可視化，②身近なコミュニティでのランキング表示など自身のポジションの可視化，③他の利用者と

の接続が常時されているというリアルタイム性，の 3つを実現し，ソーシャル・キャピタルの度合いが高くない電力利用

者に対しても節電行動を促せることが分かった．
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1．はじめに

近年，環境問題の深刻化が著しい．国内で生産される

電力の90％をまかなっている火力発電は，原料に石化
燃料を利用しているため，地球温暖化を促進させる大量

の二酸化炭素や窒素酸化物を排出する．また，現在の日

本では，一世帯あたりの電力消費量が第一次オイルショ

ック当時と比較すると約2倍に達している[1]．こうした
状況の中，長年にわたり節電行動の重要性が言われてき

たが，一方で人々の積極的な節電行動を阻む心理的要因

の存在が指摘されてきた[2]．その心理的要因が「社会
的ジレンマ」である．社会的ジレンマとは個人利益と公

共利益のいずれかを選択しなければならない状況におい

て，個人利益の選択が公共利益の低下をもたらす状況を

指す．こうした社会的ジレンマに陥ることを防ぐことが

できるとされているものに「ソーシャル・キャピタル」

がある．ソーシャル・キャピタルとは，「人々の協調行

動を活発にすることによって社会の効率性を改善でき

る，信頼，規範，ネットワークといった社会組織の特徴」

である[3]．R. Putnamによって，ソーシャル・キャピタ

ルが蓄積されている社会では，社会問題に対して人々の

自発的な協力を得られるため，社会的ジレンマに陥るこ

とを防げることが指摘されている．

我が国では，2011年3月11日に東日本大震災が起こり，
続く福島第一原子力発電所事故により供給される電力が

逼迫した．こうした災害などが発生した際には，地縁活

動やボランティア活動のようなソーシャル・キャピタル

としての活動に積極的でない人も含めて電力利用者の多

くが節電行動をとることが重要となる．

そこで，筆者らは個々人の節電行動の履歴を取得する

ことで，ソーシャル・キャピタルと節電行動の関係を明

らかにすること，また，ソーシャル・キャピタルとして

の活動に積極的でない人も含めた電力利用者が節電行動

を行う要因を明らかにすることを目的として，二子玉

川駅周辺を中心とした地域を対象に2011年7月1日から
100日間，実証実験「停電回避プロジェクト」を実施した．
その結果，157,910件の節電行動に関するデータを取得
することができ，また，375名からソーシャル・キャピ
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タルと節電行動に関するアンケートを取得することがで

き，以下に記述する知見を得ることができた．

2．ソーシャル・キャピタルと節電行動

R. Putnamは，「民主的な政府がうまくいったり，逆に

失敗したりするのはなぜか」というテーマについて，20
年にわたる調査をイタリアで行っている．そして，同じ

制度によって運営されている各地方政府においても，市

民共同体的な連帯のパターンを持っている北部諸州で

は，行政パフォーマンスが良好であることを見出した．

北部諸州の社会では，社会問題に対して人々の自発的な

協力を得られ，ソーシャル・キャピタルが蓄積されて

いることを定量的に把握し，明らかにした[3]．また，F. 

Fukuyamaや山岸はソーシャル・キャピタルについての

国際比較を行い[4],[5]，R. PutnamやKawachi，Alesinaら

が海外における地域比較を行っている[6],[7],[8]．国内に
おいての地域比較としては，内閣府の「ソーシャル・キ

ャピタル」および「コミュニティ機能再生とソーシャル・

キャピタル」がある[9],[10]．これらはソーシャル・キャ
ピタルに関する包括的調査で，信頼指数，つきあい・交

流指数，社会参加指数という指数同士が相互に影響を及

ぼす可能性を指摘している．また，ソーシャル・キャピ

タルが人々の省エネ行動に及ぼす影響を分析したものと

して，丸田らの研究がある[11]．この研究では，省エネ
行動とソーシャル・キャピタルとの間には正の関係があ

ることが示されている．ただし，ソーシャル・キャピタ

ルとしての行動をしている人はまだ少数である．日本総

合研究所（2008年）[12]によると，ソーシャル・キャピ
タルとしての信頼指数，つきあい・交流指数，社会参加

指数を高める要素は，地縁的活動，スポーツ・趣味・娯

楽活動，ボランティア・NPO・市民活動の有無である

が，地縁的な活動をしていない人の割合は78%，スポー

ツ・趣味・娯楽活動をしていない人の割合は64%，ボラ

ンティア・NPO・市民活動をしていない人の割合は91%

にのぼる．こうしたソーシャル・キャピタルとしての活

動がない人も含め，電力が逼迫した際には節電を促す仕

組みが必要となる．

そこで本研究では，①ソーシャル・キャピタルと節電

行動の関係を実際の節電履歴データを取得して分析した

事例が少ないこと，また，②ソーシャル・キャピタルが

強くない中でも電力が逼迫した際には節電を行う仕組み

を実現する必要があるが，そのための取り組みが少ない

こと，を課題認識として実証実験を実施した．

3．二子玉川駅周辺地区におけるプラクティス

3.1　スマートフォンを用いた実証実験 
「停電回避プロジェクト」の システムデザイン 

2011年春，東日本大震災およびそれに伴って大規模
に進められた計画停電を経て，東京電力管内では電力供

給の低下により広く節電を行うことが求められた．それ

に対し，電力総需要の約30％を占める家庭部門は，業
務部門および産業部門と比較し，電力需要の抑制の呼び

かけにどのくらいの電力利用者が対応し，実際に節電を

行うのかが未知数であるという課題があった．そのため，

筆者らは，主にスマートフォンなどの情報端末を通じて

参加者の節電の取り組み情報を収集し，収集した情報を

分析し，各電力管内での電力使用率などの情報とともに

スマートフォンやWebサイトで可視化するシステムを

構築し，そのシステムを用いて，ソーシャル・キャピタ

ルと節電行動の相関を明らかにする実証実験「停電回避

プロジェクト（以下，本プロジェクト）」を夏の電力需

要が増加する7月1日から100日間実施した[13]．図1に
このプロジェクトのコンセプトを示す．節電に貢献した

い電力利用者をコミュニティとして組織化し，スマート

フォンやWebサイトを介して直接働きかけることがで

きる．そのため，電力が逼迫しそうなタイミングに電力

利用者の節電行動を集約し，電力使用のピーク時のデマ

ンドをシフトできるのではないかと考えた．

3.1.1　プロジェクト概要

本プロジェクトは，慶應義塾大学大学院システムデ

ザイン・マネジメント研究科（以下，慶應SDM）が大

学院生を対象にして実施しているPBL（Project-Based 

Learning）型の講義「デザインプロジェクト」に参加し

た企業数社（イサナドットネット（株），エレファント

デザイン（株），東急電鉄（株），日本 IBM（株））と慶

應SDMが連携して東日本大震災後のエネルギーマネジ

メントに取り組むプロジェクトとして発足し，Twitter 

Japan（株）および（株）はてなに協力を得て開始した．

そして，システム開発については，東日本大震災および

福島第一原子力発電所事故によって2011年3月に始まっ

図 1　停電回避プロジェクトのコンセプト

市民の
節電アクション 集約 ピーク時の

デマンドをシフト

NOW AFTER
3% down



191

ソーシャル・キャピタルと節電行動の相関に関するスマートフォンを用いた実証

た計画停電をきっかけにして翌月の4月に開始された．
最初の実証実験のタイミングを夏の電力需要が増加す

る7月と設定したため，できるだけ早急にシステムの設
計および運用を開始する必要があり，プロジェクトメン

バがすでに保有している知識やスキル，サービスを提供

し合う形でシステム開発が行われている．たとえば，東

日本大震災に伴う計画停電の停電時間をエリアごとに検

索するスマートフォンアプリ「停電検索」がすでにリリ

ースされていたため，それを改良，機能追加する形など

をとった（図2）．停電検索はすでに80万件ダウンロー
ドされていたため，その利用者もすぐに利用できるので

はないかと考えた．その上で，ソーシャルネットワーキ

ングやコミュニティ形成のために，TwitterやFacebook，

mixiなどのソーシャルメディアのプラットフォームを活

用することにした．また，実証にあたっては，特定の地

域でのインタビューやオブザベーション，広報を行うこ

とも重視し，本研究の主な対象が家庭部門の電力利用者

であることから，東急電鉄沿線で，周辺が住宅地で構成

される二子玉川駅周辺地域を選定した．

3.1.2　システム設計

システムの設計，構築にあたっては，本研究の目的で

もある「ソーシャル・キャピタルと節電行動の関係を実

際の節電履歴データを取得して分析できるようにするこ

と」，また，「ソーシャル・キャピタルが強くない中でも

節電を行う仕組みを実現する取り組みに寄与すること」

を実現するために機能設計を行った．まず，システム利

用者の節電行動の履歴の取得については，将来的にはア

クションログと連動させたスマートメーターを利用した

自動計測に移行するものと思われるものの，各家庭への

スマートメーターの普及がいまだ進んでいないことを勘

案し，今回は具体的な節電行動をシステム利用者がメニ

ューから選択して入力する方式とし，その節電の難易度

に応じてポイントを付与するようにした．なお，その節

電メニューの選別やポイント換算については，一般社団

法人「省エネルギーセンター」が示している節電メニュ

ーや節電量算出根拠データ[14]を用いて設計を行った．
たとえば，「洗濯乾燥機を使わずに外干しする」のポイ

ントは，「エアコンを28℃に設定する」のポイントの約
6倍である．各電力会社の電力使用率も常時表示し，そ
の使用率が85%を超えるとポイントを通常の3倍付与す
るなど電力供給の逼迫度合いによって変化をつけるよう

にした．図3に停電回避プロジェクトポータルサイトに

掲載している節電行動メニューの例を示す．

さらに，システム利用者同士のソーシャルメディアに

よる節電行動および節電アイディアの共有の機能，コミ

ュニティ内での節電ランキングの機能によって，ネット

ワークを介してのコミュニケーションを実現した．また，

利用者へのアプリケーションを介した一斉通知も重要な

機能だと考え，電力の逼迫度合いや関連情報を配信でき

るようにした．また，システム利用者の属性やソーシャ

ル・キャピタルの度合いを収集，分析するため，任意で

行うことのできるアンケートの機能もシステムに具備し

た．一斉通知機能と利用者同士のコミュニケーション機

能も具備している．図4に本システムの概要を示す．

図 3　節電行動メニューの例

図 2　アプリケーションのスナップショットの例
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3.2　システム実証によって得られたプラクティス
本プロジェクトは，2011年7月1日から100日間実施
した．また，利用者が拡大し，夏期のみならず冬期の節

電の必要性もあることが認識されたため，節電行動のメ

ニューを冬期仕様に変更することでその後も継続した．

現在も季節ごとにメニューを変更してプロジェクトは継

続運用中である．なお，本論文では，プロジェクト開始

から100日間で得られた結果や知見について報告する．
3.2.1　システム利用の概要

東日本大震災に伴う計画停電の停電時間をエリアごと

に検索するスマートフォンアプリ「停電検索」を改良，

機能追加する形をとっているため，「停電検索」をダウ

ンロードした80万ユーザがベースとなり，そのうち節
電行動をとったユーザ12,650名が本実証の対象となる．
2011年7月1日から100日間の実証期間を通じて157,910
回の節電行動が起こされ，延べ90,984,494Whの節電が

システムを介して報告された（図5）．

3.2.2　アンケート調査・内容の概要

システム参加者とソーシャル・キャピタルとの関係を

明らかにするためにアプリケーション上で定常的にアン

ケートを実施した．

アンケートは全17問で，回答者の年齢，性別などの
ほかに，①信頼指数（他人をどの程度信頼しているか），

②つきあい指数（近隣でのつきあいの程度と人数），交

流指数（スポーツ・趣味・娯楽活動への参加状況），③

社会参加指数（地縁活動やボランティア・NPO・市民

活動への参加状況），そして節電の動機などを問うもの

で構成した．

3.2.3　分析結果

アンケートは，375名から回答を得た．結果を分析し
たところ，回答者の中で地縁的活動をしていない人の割

合が68.3%，スポーツ・趣味・娯楽活動をしていない人

の割合が41.3%，ボランティア・NPO・市民活動をして

いない人の割合が78.1%であった．つまり，回答者のソ

ーシャル・キャピタルの強さは多様であり，ソーシャル・

キャピタルの強い人ばかりが節電行動をしているわけで

はないということが確認された．

また，節電行動を繰り返し行う人が，ソーシャル・キ

ャピタル指数の高い人であるかどうかを調べるために，

ソーシャル・キャピタル指標と節電行動との相関分析を

行った．なお，ソーシャル・キャピタルの指標化は，内

閣府（2003年） [9]，内閣府（2005年） [10]，および日本
総合研究所（2008年） [12]を参考にして行った．方法は，
『人は信頼できると思いますか』というアンケートの設

問から信頼指数，『ご近所とどのようなお付き合いをし

ていますか』『付き合いのある人の人数はどのくらいで

すか』『スポーツ・趣味・娯楽活動をしていますか』と

いう設問からつきあい・交流指数，『地縁的な活動をし

ていますか』『ボランティア・NPO・市民活動をしてい

ますか』という設問から社会参加指数を個人ごとに算出

した．設問の回答数等が揃っていないため，標準得点の

考え方を使って指標化をした．指標化は，①信頼指数（他

人をどの程度信頼しているか），②つきあい指数（近隣

でのつきあいの程度と人数），交流指数（スポーツ・趣味・

娯楽活動への参加状況），③社会参加指数（地縁活動や

ボランティア・NPO・市民活動への参加状況）の各項

目について，単純に比較できない量的変数を比較するた

めに，量的変数を平均=0，
標準偏差=1に調整した標
準得点（Z得点）を使って，

アンケート調査の①信頼指

数，②つきあい指数，交流

指数，③社会参加指数につ

いての設定項目を指標化し

た．

①信頼指数においては，

一般的な信頼をもとに構成

し，「ほとんどの人は信頼

できる」という回答をソー

シャル・キャピタルが高い

と判断した．②つきあい・

交流指数は，近隣でのつき
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あいと社会的な交流に着目し，近所づきあいの程度，近

所づきあいのある人の数，スポーツ・趣味・娯楽活動

への参加状況をもとに構成している．指数化する際に

は，つきあい・交流の程度が「生活面で協力する」「日

常的にある」という回答，および「活動に参加してい

る」という回答の指数が高くなるようにしている．③社

会参加指数は，地縁的な活動への参加状況とボランティ

ア・NPO・市民活動への参加状況をもとに構成し，「活

動に参加した」という回答の指数が高くなるようにした．

表1はソーシャル・キャピタル指数と，指数の構成，ア

ンケートにおける設問項目をまとめたものである．

さらに，求められた回答者ひとりひとりのソーシャ

ル・キャピタル指数と節電行動との相関を相関分析によ

って確認した．その際，獲得節電ポイント，節電行動回

数についても，平均=0，標準偏差=1として基準化を行
い指標化した．その結果，ソーシャル・キャピタルと節

電行動回数，獲得節電ポイントには相関はみられなかっ

た（表2）．

相関が見られなかった理由としては，まず今回の実証

実験がスマートフォンを使った節電についての実験であ

り，利用者が主にスマートフォン利用者に限定されてい

ることを挙げることができる．スマートフォンの利用率

は，20代では4割を超えるものの世代間の差が大きく，
50代以降では1割を下回ってしまう[15]．比較的長く同
じ場所に住み，地縁関係などが強いと思われる世代への

スマートフォンの普及は途上にあることが影響している

と思われる．次に，参加者のなかにはポイントを獲得す

るために積極的に参加した人もいると推定されることを

挙げることができる．ポイント獲得にはゲーム的要素も

あり，近所づきあいや社会的な交流，社会参加などフェ

イス・トゥ・フェイスでのかかわりに積極的でない人で

も参加しやすいという特性があると思われる．

3.2.4　節電動機に関する分析

ソーシャル・キャピタル指数が高くなくても，節電行

動を促すことのできた理由を明らかにするために，節電

の動機を独立変数，獲得節電ポイントを従属変数として

重回帰分析を行った（表3）．その結果，節電の動機と

しては，「人から認められたいから」という項目に相関

が見られた．また，「おもしろいから」「電力不足で停電

になるのが嫌だから」という項目にも弱いながらも相関

が見られた．節電行動などにおける他者行動の可視化が

有効であることが先行研究などでも指摘されているが

[2]，本研究においては，分析結果より，特にコミュニテ
ィ内でのランキング機能が有効に働いていたのではない

かと考えられる．ゲームに見られる「行動の数値化」「進

行状況の可視化」「達成感の提供」などをユーザの来訪

頻度を高めるために使う「ゲーミフィケーション」の考

え方が近年注目を集めているが，本プロジェクトにおい

ても身近なグループ内でのゲーム的要素を付加した機能

は，利用者の継続的使用も促したものと考えられる．さ

らに，常時リアルタイムで他の利用者とつながっており

コミュニケーションも容易だということも挙げることが

できる．

3.2.5　告知戦略の効果

2011年7月から8月にかけての東京電力管内での電力
逼迫率と節電行動の関係を見ると，図6，図7のように

なる．電力逼迫度合いの高かった7月15日に，節電行動
のメニューと付与ポイントも改訂し，それに合わせてマ

スメディアを介した節電回避プロジェクトの告知を展開

し，新聞などマスメディアでも取り上げられた．節電行

図 5　節電電力量の推移

表 1　信頼指数・つきあい指数・社会参加指数の構成要素

SCを捉える視点 構成要素 設問項目
①信頼指数 一般的な信頼 一般的な信頼

②つきあい指数
近隣でのつきあい

近所づきあいの程度
近所づきあいのある人
の数

社会的な交流
スポーツ・趣味・娯楽
活動への参加状況

③社会参加指数 社会参加

地縁的な活動への参加
状況
ボランティア・NPO・
市民活動への参加状況

表 2　ソーシャル・キャピタルと節電行動についての相関分析結果

SC 指数化 1 指数化 2
SC 1
指数化 1 0.077772 1
指数化 2 0.081686 0.999268 1
※獲得節電ポイントを基準化したものが指数化 1，
　節電行動回数を基準化したものが指数化 2
※ SC=ソーシャル・キャピタル指数
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動の回数の一時的な増加は告知活動にも直接的な影響が

あったと考えている．

一方，電力逼迫度が再度上昇した8月10日にも節電行
動が若干上昇したが，この際には節電メニューの改訂も

マスメディアを介した告知も行わなかった．そのため節

電行動の回数はそれほど突出して大きくなっていない．

定期的にポイント付与につながる節電行動を見直し，そ

れを可視化することでゲーム性を持たせたことが，シス

テム利用者の節電行動に寄与したのではないかと考えて

いる．

4．考察

4.1　ソーシャル・キャピタルと節電行動
本研究は，①ソーシャル・キャピタルと節電行動の関

係を実際の節電履歴データを取得して分析した事例がな

いこと，また，②ソーシャル・キャピタルが強くない中

でも節電を行う仕組みを実現する必要があるがその取り

組みが少ないこと，を課題認識として行った．まず①に

ついては，実際の節電履歴データを取得し，その頻度の

大きさとソーシャル・キャピタルとの関係を具体的に分

析することができた．次に②については，自己の行動履

歴，そして周囲の節電への取り組みを可視化し，さらに

ポイントやランキングといったゲーム性を付加すること

で継続性を強め，さらにタイムリーにさまざまな情報を

得て，かつ発信できるというリアルタイム性を加えるこ

とで，ソーシャル・キャピタルが強くないなかでも一定

の成果をあげることができた．すなわち，①身近なコミ

ュニティにおける節電行動の可視化，②身近なコミュニ

ティ内でのポイントランキングの表示など，自身のポジ

ションを示すことによるアプリケーションの継続的使

用，③電力逼迫度の表示と他の利用者との接続が常時さ

れているというリアルタイム性，を意識してシステム設

計をすることで，ソーシャル・キャピタルの度合が高く

ない対象に対しても有効に節電行動などの環境行動を促

せるものと考える．

4.2　プラクティスの展開の可能性と課題
本研究は，地縁活動やスポーツ・趣味・娯楽活動，ボ

ランティア・NPO・市民活動といったことにそれほど

積極的ではない人たちについても，いかに節電行動に加

わってもらうかということが1つの重要なテーマであっ
た．ここで得た知見をもとに，それほど強度なソーシャ

ル・キャピタルを持たない地域，特に発展途上の海外諸

国での応用展開を想定できる．アフリカやアジアの一部

の国，インドなどでは，電力の需給状況が我が国とくら

べると悪く，停電が日常起こるような状況である．これ

らの国向けに同様のアプリケーションを利用した場合

も，一定の効果を得られるのではないかと考える．また，

教育・学習の分野，健康，予防医療の分野などでも，ポ

イントランキング機能などで継続性を高めることが可能

説明変数 β γ
日本全体のため -.02 -.02
東電管内にいる人々のため .02 .03
東日本大震災の被災地のため -.06 -.05
自分の住んでいる地域のため -.06 -.02
家族のため .05 .05
周りがやっているから -.03 .02
電力不足で停電になるのが嫌だから .12 * .15 **
電気代が安くなるから .08 .14 **
地球環境のため .03 .04
それが正しい行動だから -.06 -.02
人から認められたいから .20 ** .18 **
やらないと人から批判されるから -.02 -.02
おもしろいから .15 ** .16 **
理由はとくにない -.05 -.04
SC指数 .02 .05
R2 .10 **
Adj. R2 .06 **
N 375
　※β：標準偏回帰係数　γ：相関係数
　**p<.01（1%水準で有意）　*p<.05（5%水準で有意）

表 3　獲得節電ポイントを被説明変数とする重回帰分析

図 6　電力逼迫率

図 7　節電行動回数
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アンケートにご協力ください　https://www.ipsj.or.jp/15dp/enquete/enq_dp0503.html

であると考える．今後は，今回得た知見をもとに，アジ

ア地域での実証実験も念頭に検討を進めていきたいと考

えている．

5．おわりに

本研究は，ソーシャル・キャピタルと節電行動の関係

を実際の節電履歴データを取得して分析した事例がない

こと，ソーシャル・キャピタルが強くない中でも電力が

逼迫した際には節電を行う仕組みを実現する必要がある

が，そのための取り組みが少ないこと，を課題認識とし

て研究を開始し，停電回避プロジェクトによってスマー

トフォンで節電行動の履歴を記録するアプリケーション

を実現し，二子玉川周辺地域を主なターゲットとして実

証を行った．その結果，スマートフォンの利用者に限定

した場合，節電行動の動機はかならずしもソーシャル・

キャピタルの強弱によらないということが明らかになっ

た．節電行動のような取り組みは，ソーシャル・キャピ

タルの強さによらず誰もが行うことが望ましいため，そ

のための仕組みの検討をさらに進めていきたい．
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